
1 

 

第 4 回各務原市学校適正規模・適正配置等検討委員会 議事概要 

 

日時  令和７年 12 月２3 日（火） 午前９時００分より 

場所  産業文化センター 8 階 第２特別会議室 

出席委員 髙口努委員長、坂本一也副委員長、歳藤幸弘委員、奥村篤委員、 

  阿部雄介委員、木村徹之委員、熊﨑健二委員、嶋一樹委員、 

  壁谷愛優美委員、佐々木麻美委員 

欠席委員 なし 

 

５．議事 

 議題１ 「第３回検討委員会の振り返り」について 

 議題２ 「学校適正規模・適正配置等に関する基本計画（素案）」について 

 議題３ 「再編計画の検討プロセス（修正案）」について 

 

議事録（要旨） 

議題１「第３回検討委員会の振り返り」について 

委員 義務教育学校に関するメリット・デメリットを整理した資料が少ない印象がある。

義務教育学校のメリットの１つとしては９年間で一貫した教育を受けることが可能

という点が挙げられる。それ以外にメリットを資料として整理できれば義務教育学

校の必要性についてアピールできるのではないか。 

委員 スマート連絡帳で得られた意見の中に、「生徒数が校区によって差があるのが課

題」と考えている市民がいることが分かる。この課題について具体的に把握してい

ることがあれば、教えてもらいたい。 

事務局 市内には学校規模が適正規模の範囲を下回ることが想定される学校が複数あ

る。今後、本委員会において、市内小中学校全てが適正規模の範囲を下回らない

ような具体的な学校再編案を審議いただくことになる。 

学校規模が適正規模の範囲に収まる学校では、学校運営によって個別具体の課

題に対応することができると考えている。 

委員 小規模校で、１年生の子ども同士がトラブルになり、その結果親同士のトラブルに

発展して困ったという声を聞いた。その際にクラス替えがないことで人間関係が固

定化されていることに不安を覚えている保護者がいることを深く認識した。そうし

た点からも、小規模校は早く解消するべきである。 

委員 保護者説明会の参加者が少ない印象がある。これは実施した時間帯や市の告知

方法に問題があるのか、それとも保護者が学校再編に対してあまり興味がないの

か、事務局として今回の結果をどのように捉えているのか。 

事務局 児童生徒の保護者だけでなく、未就学児の保護者へもスマート連絡帳を通じて

案内し、未就学児の保護者が参加しやすいように配慮した。そのため、開催を平

日の午前中にし、開催場所も地域住民が利用しやすいコミュニティセンターもしく

は小学校で開催した。今後は、開催時間帯や会場についても再検討する必要が
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あると考える。 

委員 学校再編によって通学区域が拡大する場合が考えられ、スクールバスに対する期

待が大きい印象がある。スクールバスの導入には多くのメリットがあるが、デメリッ

トもあると思う。メリットとデメリットを踏まえた検討が必要である。スクールバスが

導入されたことによって、住まいが遠方の児童生徒の運動量が少なくなり、肥満

傾向にあると聞いたことがある。体力づくりの面では、デメリットがあると思う。ま

た、帰宅する際のスクールバスの時刻が１年生と９年生で同じ場合、９年生に合わ

せて１年生がずっと学校に留まる必要がある。 

結果的にはスクールバスの導入は必要という結論になると想定されるが、デメリッ

トについても触れた方がよい。 

事務局 保護者説明会では、他自治体の事例として、あえて学校の５００ｍ手前で児童生

徒を降ろしている事例があることや、家の前までスクールバスで送迎するわけで

はないことは伝えている。送迎の時間帯については、例えばピストン輸送などをし

て１年生と９年生の帰宅時間をずらすことを想定しているが、各学校運営の個別

具体的な内容となるため、本検討委員会とは別の場において検討が必要と考え

る。 

 

議題２「学校適正規模・適正配置等に関する基本計画（素案）」について 

委員 最終的には全ての学校が同等の教育水準になると思うが、整備時期に差が開い

た場合には、一時的に教育の不平等が生まれるのではないか。他の市町村では

自由に進学先の学校を選択する制度を取り入れることもあるが、各務原市はど

のように考えているか。 

事務局 全市的な学校選択制の導入については、現時点では検討がなされていない状況

である。小学校・中学校の位置が離れている場合でも、小中一貫教育の推進は

可能だと考えているため、出来る限り教育環境の差がないように進めていきた

い。 

委員 基準として１クラス２０人程度を定めているという理解でよいか。保護者としては、

１クラス３５人は、教室が狭いと感じている。 

事務局 ２０人という数字は本市が独自で定めた最小値の基準であり、適切な教育環境

の確保にあたっては、最低限１クラス２０人は確保するべきという意図である。 

１クラスの児童生徒数は３５人が基準である。教室の広さについては、昨年度策

定した学校建替基本方針で少し広めの寸法を謳っている。 

委員 通学距離について、４ｋｍは特に低学年の児童には遠いと思う。 

近所で自転車通学の中学生と徒歩通学の小学生の接触事故が発生した事例

があり、小中一貫校となる場合は、安全面についても配慮する必要があると思う。 

事務局 安全面については、状況に応じて学校周辺の歩道等の道路環境の改善も必要に

なると考えている。 

委員長 通学距離によるスクールバス導入の基準について、市独自の基準を定めるような
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想定はあるか。 

事務局 スクールバスの導入について、学校再編によって今まで通学していた学校から変

更になる場合もあるため、適切な通学距離についてご審議いただきたい。スクー

ルバスの導入事例についても調査研究を続けているが、事例によって様々であ

り、極端なものとしては交通状況等の事由から１．５ｋｍ程度の児童にスクールバ

スを出している自治体もある。 

４ｋｍ以下においてもスクールバスを導入するべきではないかというご意見につい

て、各務原市の場合は現時点でも４ｋｍ以上を徒歩通学するエリアは少ないとい

う特徴がある。仮に基準を４ｋｍよりも短くした際に、あくまで通学先が変更になっ

た児童生徒に限るのか等、考え方は複数あると思われるため、次回の委員会で

ひきつづきご審議いただきたい。コンサル事業者にも相談しながら資料を用意す

るので、各務原市としての適切な基準を精査していただきたいと考えている。 

委員 基本計画の９ページ以降に示されている「教育に関する考え方」が特に重要と考

える。地域参加による学校づくりは大賛成である。コミュニティ・スクールの位置づ

けが学校再編に関連してきている点が本市の特徴と感じる。１１ページに記載さ

れた「地域参加型の学校づくりで大切な視点」に記載されている内容の内、２）～

４）では地域との関わりが書かれており、５）がそれらを繋ぎ、実現するための要

素となっている印象を受け、その点からもコミュニティ・スクールは重要と考える。

各務原市のコミュニティ・スクールは中学校区単位で始まり、今回の学校再編の

形に合っており、本市の特徴的な教育のあり方であると感じた。しかし、実態とし

て事務局は各学校の教頭が務めており、活動頻度や内容に事務処理的な面で

限界があると思う。そこで、例えばコミュニティ・スクールの活動をより活発にする

ためにコーディネーターを導入し、学校との連携を促進させるのはどうか。そうい

った仕組みづくりについても検討が必要だと思う。 

委員 地域参加型はとても大事な視点で、この部分にも小中一貫に関連する内容を記

載する必要があると思う。各務原市として小中一貫教育を推進することが地域参

加型の意義でもあることを表現するとよい。 

コミュニティ・スクールの連携を小中一貫教育の推進に向けて密に実施する必要

があり、その際には地域をどのように巻き込むかが重要と考える。近年ではＰＴＡ

に加入しない親が増えている中で、そういった保護者も巻き込んで地域参加型の

学校再編が進めていけるような仕組みづくりが必要である。 

委員 最近は自治会や子ども会、ＰＴＡのいずれにも加入しない世帯が増えており、その

結果保護者や子どもと地域とのつながりが弱くなってきている。保護者も含めて

地域と学校が情報を共有し、適宜連携できるような形が必要である。 

委員 コミュニティ・スクールにコーディネーターを導入することはとてもよいと考えるが、

各務原市にはその仕組みが現状なく、文化が異なる地域をどのような人がどのよ
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うにまとめていくのかは議論があるところだと思う。地域によっては、教頭に負担を

かけないように考えているところもあるが、地域ごとで文化が違うため、難しい面

がある。学校再編を契機として、地域と学校が密につながるようになるとよい。子

どもたちが地域の真ん中にいて、保護者を含めて地域全体が育てていける教育

環境づくりが必要である。 

委員 ＰＴＡは非常に組織の存続が厳しい状況にあり、地域差はあるが、加入しない保

護者が増加してきた。PTA に協力を依頼することは難しい時代になってきた。その

ため、これまでＰＴＡの会員が実施していた登下校の見守りを、全ての保護者で

実施する地域も出てきている。学校運営においては、全ての保護者が関与するこ

とが重要である。保護者や地域にとって、学校は身近な場所であるため、全ての

保護者が学校を見ていくような形が理想で、そのためには地域住民が来訪しや

すい場所や施設の構成が重要である。 

委員 各務原市のコミュニティ・スクールは市内全中学校８校区で展開されており、アン

ケート結果やこれまでの議論から見ると小中一貫の観点から非常に重要な組織

になると想定される。 

委員 自分が保護者の立場であるが、周りの保護者でもＰＴＡを抜けたという声を聞く。

ＰＴＡに入らなくても済むようにするにはどうすればよいかといった話も聞く。個人

的には保護者全員で見ていく形がよいと感じる。 

事務局 学校再編を通して施設一体型小中一貫校が整備されることで、中学校区単位で

形成されているコミュニティ・スクールが従来よりも上手く機能するのではないか

と考えている。地域住民が学校施設に出入りすることについては、管理が難しい

側面があるが、他事例では校舎の一角に地域学校本部というものがあり、地域

住民が本部に出入りしているところもある。実態としてコミュニティ・スクールとＰＴ

Ａは運営主体が異なるが、上手く連携させながら学校再編を進める必要がある。 

委員 ある校長からは学校と地域との連携が不足しており、色んな形で地域とのつなが

りをもっと強めていきたいという話を伺った。 

委員 施設一体型小中一貫校の建て替え時期が学校ごとにずれても、各務原市の教

育方針の中で安心して教育を受けることができるというソフト面での補強があれ

ばよい。ハードでの整備よりもソフト面での対応を先にすれば良い。大学ではコモ

ンズの場所を確保することで、交流が活性化するといった事例もみられる。 

スクールバスの導入については防犯面や交通面といった安全も重要な基準であ

り、通学距離以外の評価基準の一つになり得ると思う。 
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議題 3 「再編計画の検討プロセス（修正案）」について 

委員 具体的な学校再編案についての情報について、既に市民に何か示しているのか。 

事務局 保護者説明会では、この委員会での議論をふまえて、再編対象グループを提示し

ている。 

委員 通学距離やスクールバスの導入について、どの段階で検討するイメージか。 

事務局 基本計画を改訂するタイミングで、ある程度の基準は示したいと考えている。今

回、複数の委員から通学距離が国の基準の４ｋｍでは長いのではないかという意

見をいただいた。また、通学距離以外の評価軸があるのではないかという意見も

いただいた。これらのご指摘をふまえた資料を作成した上で、次回の検討委員会

で審議いただき、スクールバスの導入基準を定めていただきたい。 

委員長 今日得られた具体的な意見を基に事務局が資料を用意した上で、次回の委員

会で具体的な基準について提案するという想定でよいか。 

事務局 その想定である。 

委員 川島中学校区や蘇原中学校区は今回の再編対象グループの検討に関与しない

という理解でよいか。 

事務局 学校再編においては児童生徒数の減少に加えて、学校施設の老朽化も含めた検

討を想定しており、再編スケジュールも含めて全ての小中学校を対象として検討

していく必要がある。なお、蘇原中学校区については蘇原第一小学校の建て替え

時期が目前に迫っているため、建て替え時期も踏まえた検討が必要と考えてい

る。 

委員長 修正した再編プロセスを基に、学校再編について検討していく方向性でよいか。 

 (全員賛成) 

委員長 以上で、本日予定していた議事はすべて終了した。 

 


